
宿泊事業者アンケート結果に対する対応策（事務局案）

● 観光財源の使い道

観光地の魅力向上のため、財源を投資すべき分野

分野 回答数 率 考えらえる支出の方法（事務局案）

公共交通機関の利便性向上 28 46.7% 丹海バス、丹鉄への補助金の一部に充当、Mobiの拡充

道路等のインフラ整備 22 36.7% 市の土木費の一部に充当（土木費：30億～40億）

観光プロモーション 19 31.7% 京丹後市観光公社の補助金の増額

観光資源(歴史･文化)の保全･活用 18 30.0% 文化財保存活用事業の一部に充当

公衆トイレの整備 15 25.0% 海岸等の公衆トイレの改修

各種補助金の創設 15 25.0% 新規補助金創設（宿泊施設改修、閑散期対策など）

人材育成、サービス向上 8 13.3% 新規補助金創設（人材育成補助など）、多言語化対応

観光のデジタル化 7 11.7% 京丹後市観光公社の補助金の増額、キャッシュレス導入補助

防災・避難体制の強化 6 10.0% 消防費（災害対策費）の一部に充当

その他 7 11.7% （全天候対応スポット、目玉施設、新たな食材開発、日帰り温泉、レンタサイクル）

宿泊税の導入で懸念される点（宿泊税を選ばなかった人）

懸念点 回答数 率 考えられる方策、事例等（事務局案）

宿泊税導入による客離れ 36 60.0%
宿泊税の導入が理由で宿泊者数が減少した事例は見られなかった。京都市、福岡市が実施し
た調査では、宿泊税が理由で宿泊を避けたと回答した割合は1％未満であった。

使途の不明確さ 28 46.7%
行政が事前に使途を示すことで、対応可能。また、行政が使途を決めるだけでなく、事業者
からの提案や要望に応えれれるような制度設計も必要。

新たな税導入への抵抗感 24 40.0% 上記の客離れや使途の不明確さの解消につながる丁寧な説明で対応

徴収等の事務負担 23 38.3% 申告・納付のデジタル化や事前決裁での一括徴収等の対策を検討

入湯税との二重負担感 18 30.0% 宿泊者への丁寧な周知。場合によっては総額調整などの制度設計

その他 1 1.7% （1棟貸し等の無人チェックインに対応する手法）
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